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 警察署における自動車等の運転免許試験官（以下「試験官」という。）の指定につ

いては、「自動車等運転免許試験官の指定について」（昭和４９年５月１６日付け山

口交免一第４３８号。以下「旧通達」という。）に基づき実施してきたところである

が、指定申請の範囲等において実情に適合しないものが認められることから、平成

４年５月１から次により実施することとしたので、事務処理上誤りのないようにさ

れたい。 

 なお、旧通達は廃止する。 

記 

１ 制定の趣旨 

  警察署において行う運転免許の更新手続の際の適性検査は、「自動車等の運転免

許事務の取扱いに関する訓令」（昭和５９年山口県警察本部訓令第３号）第８条

及び旧通達の規定に基づき、警察本部長（以下「本部長」という。）から試験官

として指定されている者が実施しているが、指定申請の範囲が、「次長又は交通

担当の警察官若しくは男子一般職員」と制限されていることから、小規模警察署

においては、試験官に指定される職員も少人数となり、重大事件事故等の発生に

より多数の警察官が出動するような場合には、更新時の適性検査に支障が生じる

おそれがある。 

  よって、今後これらの問題点を解消するため、試験官の指定申請の範囲を拡大

し、更新業務の改善を図るものである。 

２ 指定要領等 

 (1) 試験官指定申請の範囲 

   警察署長（以下「署長」という。）は、交通課（係）員の中から適任者を選考

して指定申請するものとする。ただし、交通課（係）員が少ない等の理由があ

る場合は、交通課（係）員以外の者から指定申請を行うことができるものとす

る。 

 (2) 試験官指定（解除）申請 

   署長は、人事異動等により試験官の指定又は解除を必要とする理由が生じた

ときは、試験官指定（解除）申請書（別記様式第１号）により本部長に申請す

るものとする。 

 (3) 試験官指定（解除）通知 

   本部長は、前記(2)の申請に基づき審査の上、指定又は解除したときは、試験

官指定（解除）通知書（別記様式第２号）により署長に通知するものとする。 

 (4) 試験官台帳の整理 

   署長は、試験官台帳（別記様式第３号）を備え付け、指定又は解除の通知を

受けたときは、その都度台帳を整理しなければならない。 

 (5) 試験官の職務 



  ア 適性試験（免許の更新の際における適性検査を含む。）の実施 

  イ 小型特殊自動車及び一般原動機付自転車（道路交通法（昭和３５年法律第

１０５号）第１８条第１項に規定する一般原動機付自転車をいう。）の各免許

に対する学科試験の実施 

  ウ その他試験に関する事項 

 (6) 経過措置 

   既に指定されている試験官については、当該例規通達により指定されたもの

とみなす。 

 

 


